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西宮市営住宅家賃減免取扱要綱 

（目的） 

第 1 条 この要綱は、公営住宅法(昭和２６年法律第１９３号)、西宮市営住宅条例（平成８

年条例第４４号。以下「条例」という。）第２３条及び同条例施行規則（平成８年規則第

１４号。以下「規則」という。）第２３条の規定に基づき、普通市営住宅、従前居住者用

住宅、コミュニティ住宅（条例第９条第２項第１号該当は除く）及び JR 西宮駅北地区住

環境整備事業で建設する住宅の家賃、割増賃料及び物置使用料の減免について別に定め

があるもののほか、その実施について必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（減免の対象） 

第２条 家賃の減免は、入居者（同居許可者を含む。以下同じ。）が次の各号の一に該当す

る場合を対象とする。 

（１） 入居者の収入基準月額（継続的な課税所得に、非課税所得となっている年金、給

付金等を加算し、公営住宅法施行令（昭和２６年政令第２４０号）第１条第３号の

例により算出した額をいう。以下同じ。）が８０,０００円以下のとき。 

（２） 入居者が疾病（負傷によるものを含む。以下同じ。）にかかり、収入基準月額か

ら市⾧が当該療養に要すると認定した経費（診察料、投薬料等の処置に要する費用

及び入院に要する費用の合算額から給付金等（収入基準月額算出の際加算したも

のを除く。）を控除したものをいう。）の月額を控除した額が８０,０００円以下の

とき。 

（３） 入居者が生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による住宅扶助を受けている

場合で、当該市営住宅の家賃が住宅扶助の基準額を超えているとき。 

（４） 入居者が生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による住宅扶助を受けている

場合で、入居者全員が入院加療のため又はこれに準じる理由により住宅扶助を停

止されたとき。 

（５） 入居者の収入が退職又は廃業を伴わず減少したことにより、条例第２０条第５項

に定める収入認定の更正を行わないときであって、当該入居者の収入基準月額が

８０，０００円以下のとき。 

 

（減免額） 

第３条 家賃の減免の額は、次の各号に定めるところによる。 

（１） 前条第１号、第 2 号又は第 4 号に該当する場合は次に掲げる表の左欄に該当す

る区分に応じ、右欄の減免率を家賃の月額に乗じて得た額(100 円未満切り上げ)と

する。ただし、減免後の家賃が６,０００円未満になる場合にあっては、６,０００

円を家賃額とする。 

収入基準月額 減免率 

44,000 円以下 50％ 

40,001 円以上 60,000 円以下 30％ 

60,001 円以上 80,000 円以下 10％ 



 2 / 3 

 

（２） 前条第３号に該当する場合は、家賃と住宅扶助額との差額相当額を減額する。 

（３） 前条第４号に該当し、入居者が退去を予定する場合であって、退去準備期間が必

要と認められる場合は、第 1 号の規定にかかわらず、家賃を６ヶ月に限って免除す

る。ただし、福祉事務所⾧より免除期間延⾧の要請があった世帯については最大６

ヶ月の延⾧を行う。 

（４） 前条第５号に該当する場合は、入居者の減少後の収入に基づいて算出した収入基

準月額に対応する第 1 号に掲げる表の左欄に該当する区分に応じ、右欄の減免率

を条例第 21 条第 1 項に基づき算出された家賃の月額に乗じて得た額（100 円未満

切り上げ）とする。ただし、減免後の家賃が６，０００円未満になる場合にあって

は、６，０００円を家賃額とする。 

２ 入居者がこの要綱に定めるもののほか他の減免事由にも該当する場合は、どちらか有

利な方を適用する。 

 

（割増賃料の免除） 

第４条 収入超過者が第２条第２号に該当する場合は、割増賃料を免除する。 

 

（減免の手続） 

第５条 家賃の減免を受けようとする者は、市営住宅家賃・割増賃料等減免申請書（様式第

１８号）に、次に掲げる書類を添付して市⾧に提出しなければならない。 

（１）官公署の発行する収入を証する書類（住民税決定証明書、所得証明書等） 

（２）給与所得者は、給与等の支払金額について給与支払者の発行する証明書 

（３）事業所得者は、確定申告書等 

（４）年金、恩給等の受給証書の写し 

（５）退職又は廃業した場合は、その証明書 

（６）生活保護受給者は、福祉事務所⾧の証明書 

（７）疾病、災害等については、関係機関のその事実を証明する書類 

（８）世帯に心身障害者のいる場合は、障害の程度が解る書類の写し 

（９）仕送りその他生計費の出所を明らかにする書類 

（10）その他市⾧が特に必要と認めた書類 

 

（減免の決定及び通知） 

第６条 市⾧は、減免申請があった場合は、当該申請に基づいて実態調査及び審査を行い家

賃及び減免期間を決定し、市営住宅家賃・割増賃料等減免承認（不承認）書（様式第２０

号）により申請者に通知する。 

２ 前項の減免期間は、減免申請書受理の日の属する月の翌月から１年を超えない範囲内

とする。ただし第３条第３号の場合を除く。 

３ 第３条第３号の免除期間が次年度に及ぶ場合には、次年度の当初に再度免除期間を通

知する。 
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（減免の廃止及び決定の取消し） 

第７条 減免事由が消滅した場合は、その消滅した日の属する月の翌月から減免を廃止す

る。虚偽の申請により家賃の減免の決定をうけたものについてその事実が判明したとき

は、直ちに決定を取消し、すでに減免を受けた家賃を納付させるものとする。 

 

（実施細目） 

第８条 この要綱について必要な事項は、都市局⾧が定める。 

 

附 則 

（実施日） 

１ この要綱は、昭和５９年８月１日から実施する。 

２ この要綱は、昭和６１年４月１日から実施する。 

３ この要綱は、平成３年４月１日から実施する。 

４ この要綱は、平成３年１０月１日から実施する。 

５ この要綱は、平成１０年４月１日から実施する。 

６ この要綱は、平成１４年４月１日から実施する。 

７ この要綱は、平成２７年 1 月 1 日から実施する。ただし、平成２７年４月１日以前に

旧要綱第５条第８項の規定によって提出した書類は、この要綱の相当規定によって提出

したものとみなす。 

８ この要綱は、平成２７年４月１日から実施する。 

９ この要綱は、平成２９年８月１日から実施する。 

10 この要綱は、令和 5 年 4 月 1 日から実施する。 


